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操縦士 参考資料
（操縦士の供給能力拡大）



短
期
的
課
題
へ
の
対
応

直ちに実施すべき項目 ○自衛隊操縦士の民間における活用（割愛）の再開

さらなる推進が必要な項目

○操縦士の技能証明に係る「航空の安全の増進に関する協定（ＢＡＳＡ：Bilateral  

Aviation  Safety Agreement）」の推進等

○シミュレーター認定コストの低減（ＢＡＳＡの推進等）

新たに検討を行うべき項目
○航空会社と養成機関（航空大学校、私立大学）の連携を促進する協議会の創設

○外国人操縦士に係る制度の見直し

中
長
期
的
課
題
へ
の
対
応

更なる推進が必要な項目
○ＭＰＬの活用促進

○航空大学校による私立大学への技術支援等の連携強化

検討中であり、

更なる検討を要する項目

○民間養成機関の供給能力拡充に資する航空大学校の経営資源の活用

○自社養成の効率化にも資するＡＱＰ（Advanced Qualification  Program）の導入

新たに検討を行うべき項目

○私立大学の高額な学費負担を軽減するための奨学金制度等の充実

○ウェットリースを行う地域専門航空会社や共同保有機構の創設等による地域航空にお

ける操縦士の共同養成への支援

○地方空港の操縦士訓練への活用

○各養成機関の技量レベル向上のための操縦訓練等におけるオブザーブの促進

○産学官連携による、航空愛好者の裾野を拡げ、若年層の関心を高めるキャンペーン・

教育等の実施

具体的方策に係る主な検討項目（中間とりまとめ）
操縦士の供給能力の拡大
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操縦士の資格（技能証明）制度

○報酬を受けない
で、無償の運航を
行う航空機の操縦

○自家用操縦士の資格

○報酬を受けて、無償の運
航を行う航空機の操縦

○航空機使用事業の用に
供する航空機の操縦

○機長以外の操縦者とし
て航空運送事業の用に
供する航空機の操縦

○機長として、航空運送事
業の用に供する航空機で
あって、構造上、一人の
操縦者で操縦することが
できるものの操縦

○航空機の姿勢、高
度、位置及び針路
の測定を計器にの
み依存して行う飛行。

○飛行距離110キロ
メートル又は飛行時
間30分以上の計器
航法による飛行

○計器飛行方式によ
る飛行

（航空法34条）

○事業用操縦士の資格

○機長として、航空運送
事業の用に供する航空
機であって、構造上、二
人の操縦者で操縦する
ことができるものの操縦

以下の航空機の操縦

○構造上、その操縦
のために二人を要
する航空機

○国土交通大臣が指
定する型式の航空
機

自家用操縦士
（PPL）

事業用操縦士（CPL） 計器飛行証明 型式限定
定期運送用操縦士

（ATPL）

准定期運送用操縦士（MPL）

○機長以外の操縦者として、構造上、その操縦のために二人を要する航空機の操縦

○計器飛行証明及び型式限定を含む

○航空機の種類の限定（飛行機、回転翼航空機、滑空機、飛行船）

○航空機の等級の限定（陸上単発ピストン機、陸上単発タービン機、陸上多発ピストン機、陸上多発タービン機 等）

○操縦士には、安全運航の観点から国際条約上及びそれに基づく国内法上厳しい資格要件が課されている。

○資格の種分けが多く、型式の異なる航空機の操縦にはその都度、技能証明を取得する必要がある。

17歳以上 18歳以上

18歳以上 21歳以上



単発小型機
運送事業技能取得訓練

（約１０ヶ月）

双発小型
機運送事
業技能取
得訓練

(約３ヶ月)

大型機（２人操縦機）訓練
（約１１ヶ月）

路線訓練
（約５ヶ月）

計器飛行
訓練

(約３ヶ月)

小型機（１人操縦機）訓練

座学訓練

(約3ヶ月)

大型機（２人操縦機）訓練

１年 ２年 ３年

上級課程
ｴｱﾗｲﾝ運航環
境における
操縦訓練
（約５ヶ月）

中級課程
２人操縦･計
器飛行等の
応用訓練
（約４ヶ月）

基礎課程
単発小型機

基礎操縦訓練
（約５ヶ月）

初級課程
２人操縦･計
器飛行等の
導入訓練
（約４ヶ月）

座学訓練

(約3ヶ
月)

事業用操縦士
単発(小型機)
等級限定

計器飛行
証明

事業用操縦士
大型機(B737等)

型式限定

路線訓練
（約５ヶ月）

大型機（２人操縦機）訓練

技能の確認 技能の確認技能の確認
准定期運送用操縦士

大型機(B737等)
型式限定

事
業
用
操
縦
士
【
現
行
】

准
定
期
運
送
用
操
縦
士
【
新
設
】

約９ヶ月短縮

事業用操縦士
多発(小型機)

等級限定

小型機
訓練

エアライン機の
副操縦士として
乗務
（７～８年程度）

定期運送用操縦士
大型機型式限定

（小型機操縦不可）

機長認定

副操縦士任命
（約35ヶ月）

エアライン機の
副操縦士として
乗務
（７～８年程度）

副操縦士任命
（約26ヶ月）

エアライン機の
機長として乗務

エアライン機の
機長として乗務

定期運送用操縦士
大型機型式限定

＋小型機等級限定

機長認定

機長昇格訓練

機長昇格訓練

MPL（Multi-Crew Pilot License 准定期運送用操縦士）の概要
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○大型機（２人操縦機）の副操縦士としての技能付与のための訓練に特化したＭＰＬの活用により、現行よりもライセンス取得
までの期間を短縮することが可能となる。



私立大学 定員 学費等 養成場所 取得資格 連携

東海大学
【指定養成施設】

（平成18年４月～）

50名

約1,530万円
【約720万円（学費）＋約
81,200ＵＳ＄（米国におけ

る訓練費用等）】

・米国ノースダコタ大学（州立）
（留学期間：約15ヶ月）

・湘南キャンパス
（神奈川県平塚市）

FAA自家用操縦士（単発）
FAA事業用操縦士（単発・多発）
FAA計器飛行証明
事業用操縦士（多発）
計器飛行証明

ＡＮＡと連携

推薦制度あり
・スカイマーク(株)
・Peach Aviation(株)

法政大学
【指定養成施設】

（平成20年４月～）

30名

約1,270万円
【約580万円（学費）＋約
690万円（訓練費用等）】

（ただし、自家用操縦士取
得まで）

事業用操縦士取得までは
約2,600万円

・ホンダエアポート（埼玉県桶川市）
（本田航空（株）に訓練を委託）

自家用操縦士（単発）

以下の資格取得はオプション
事業用操縦士（単発）

推薦制度あり
・スカイマーク(株)

・神戸空港（兵庫県神戸市）
（本田航空（株）に訓練を委託）

事業用操縦士（多発）
計器飛行証明

桜美林大学
【指定養成施設】

（平成20年４月～）

30名

約1,570万円
【約940万円（学費）＋約

98,000ＮＺ＄（ＮＺにおける
訓練費用等）】

・ＮＺネルソンマルボロ工科大学（国立）
（留学期間：約２年）

・淵野辺キャンパス
（神奈川県相模原市）

NZCAA自家用操縦士（単発）
NZCAA事業用操縦士（単発・多発）
NZCAA計器飛行証明
事業用操縦士（多発）
計器飛行証明

推薦制度あり
・ＡＮＡウィングス(株)
・(株)ＡＩＲＤＯ
・スカイマーク(株)
・Peach Aviation(株)

崇城大学

（平成20年４月～）
20名

約1,890万円
【約420万円（学費）＋約

1,470万円（訓練費用等）】
・熊本空港

自家用操縦士（単発）
事業用操縦士（単発）
事業用操縦士（多発）
計器飛行証明

推薦制度あり
・スカイマーク(株)
・（株）AIRDO

第一工業大学

（平成26年４月～）
10名

約1,650万円
【約680万円（学費）＋610
万円（国内訓練費）＋約

36,000ＵＳ＄（米国訓練費
等】

・米国ヒルズボロー・アビエーション FAA自家用操縦士（単発）

・鹿児島空港
（新日本航空（株）に訓練を委託）

自家用操縦士（単発）
事業用操縦士（単発・多発）
計器飛行証明

私立大学における操縦士養成コースの概要
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○私立大学では、４年間で事業用操縦士の資格（技能証明）を取得することが可能となっている。

（出典：各大学ホームページ等により作成）



私立大学の奨学金制度

東海大学 法政大学 桜美林大学 崇城大学

学費 約1,530万円 約2,600万円 約1,570万円 約1,890万円

奨学金
の内容

○航空操縦学専攻留学奨学金
対象者：ノースダコタ大学の実機訓

練課程履修者全員
給付額：総額150万円（留学期間中

のセメスター毎に50万円）

○操縦士養成奨学金
対象者及び給付額

①実技科目履修者全員150万円
②資格取得を目指す者全員50万円

給付総額：200万円

○就職支度金
対象者：全員
給付額：40万円を支給

○学部奨学金
対象者：留学期間以外の第２～第８

セメスターにおいて、応募によ
り学業等を考慮のうえ選定

給付額：最大100万円（セメスターご
とに25万円）

○大学独自の各種奨学金制度
優秀な学生に対する奨学金制度が
各種設定されている。（給付型のも
のが多い）

○学習奨励奨学金
対象者：前年度の学習成績優秀者
給付額：年間60万円（５万円/月）

○学業優秀奨学生制度
対象者：２年以上の学生であって特に

成績の優秀な者
給付額：年間20万円

○東海大学・ANA航空操縦士養成
貸与奨学金（2012年度終了）

対象者：ノースダコタ大学の実機訓
練課程において優秀な成績
を修め､米国の事業用操縦
士技能証明を特に優秀な成
績で取得できる者（有資格者
の35％）

貸与額：500万円
返済方法：卒業時に一括返済

○日本学生支援機構奨学金
対象者：学力、家計、人物等を考慮

のうえ選定
貸与額：無利子の場合月３～６万円

○日本学生支援機構奨学金
対象者：学力、家計、人物等を考慮

のうえ選定
貸与額：無利子の場合月３～６万円

○日本学生支援機構奨学金
対象者：学力、家計、人物等を考慮の

うえ選定
貸与額：無利子の場合月３～６万円

○日本学生支援機構行学金
対象者：学力、家計、人物等を考慮の

うえ選定
貸与額：無利子の場合月３～６万円

○日本政策金融公庫
○大学提携教育ローン

○日本政策金融公庫
○地方公共団体等の奨学金

○日本政策金融公庫
○大学提携教育ローン

○日本政策金融公庫
○その他の各種奨学金
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○私立大学の学生負担は大きいことから、各大学で奨学金制度により学生への財政的支援が行われているが、必ずしも十分に賄われて
いるわけではない。

（出典：各大学ホームページ等により作成）



航空大学校から私立大学への技術支援

東海大学 桜美林大学 法政大学 崇城大学

協定締結日 平成24年２月27日 平成24年10月３日 平成24年12月25日 平成25年10月２日

協力内容

(1)ＣＲＭに関する座学資料
の共同作成

(2)ＴＥＭに関する座学資料
の共同作成

(3)Ｔ類の運航知識一般に関
する座学資料の共同作
成

(4)２Ｍａｎ Ｃｏｎｃｅｐｔに関す
る座学資料の共同作成

(1)ＣＲＭに関する座学資料の
共同作成

(2)ＴＥＭに関する座学資料の
共同作成

(3)Ｔ類の運航知識一般に関
する座学資料の共同作成

(4)２Ｍａｎ Ｃｏｎｃｅｐｔに関する
座学資料の共同作成

(1)ＣＲＭに関する座学資料の共同作成
(2)ＴＥＭに関する座学資料の共同作成
(3)Ｔ類の運航知識一般に関する座学資料の共同

作成
(4)２Ｍａｎ Ｃｏｎｃｅｐｔに関する座学資料の共同作成
(5)航空大学校の有するＲＮＡＶ運航に係る申請ノ

ウハウ及び訓練資料の提供
(6)Ｇ５８型機の不具合情報、整備処置等の共有

(1)ＣＲＭに関する座学資料の
共同作成

(2)ＴＥＭに関する座学資料の
共同作成

(3)Ｔ類の運航知識一般に関す
る座学資料の共同作成

(4)２Ｍａｎ Ｃｏｎｃｅｐｔに関する
座学資料の共同作成

(5)Ｇ５８型機の不具合情報、
整備処置等の共有

具体的な
取組み

・CRMに関する座学教材の
共同作成を行った。作成さ
れた教材は、Ｈ２４年度か
ら授業で使用されている。

・CRMに関する座学教材につ
いては、航空大学校と東海
大学で共同作成したものを
桜美林大学に提供し、共通
化を進めている。

・CRMに関する座学教材については、航空大学校
と東海大学で共同作成したものを法政大学に提
供し、共通化を進めている。

・Ｈ２４年度から、ＭＣＣ訓練のシラバスや指導方
法の共有を図っている。

・計器飛行課程における訓練のRNAV化に対応す
るため、Ｈ２４年度から航空大学校のＲＮＡＶ承認
の取得ノウハウ、訓練シラバス等の提供を行って
いる。

・FTDの更なる活用した訓練の実施について、Ｈ２
４年度から教育訓練で使用する各種教科書・参
考書の更なる改善に向けた協力を行っている。

・CRMに関する座学教材につ
いては、航空大学校と東海大
学で共同作成したものを崇城
大学に提供し、共通化を進め
ている。

その他
の協定

（締結日）平成25年９月19日
（内 容）法政大学、崇城大学、航空大学校の３校の間で、安全運航の向上に資する

ことを目的に、ヒヤリハット情報の共有に関する協力協定を締結。

○各私立大学と航空大学校との間で技術支援に係る協力協定を締結し、航空大学校が有する訓練ノウハウの提供を通じて各
種技術支援を行っている。
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※T類・・・航空運送事業の用に適する飛行機

２ Man Concept ・・・２人操縦機において、２人の操縦士で役割を分担し、協力して航空機を操縦するという考え方



（参考資料）
ＣＲＭ（Crew Resource Management）
○エアラインの航空機の運航には、乗務員が協力してその人的資源（他の操縦士や客室乗務員、

整備士、管制官等）やハードウエア、情報などを最大限に活用すること（ＣＲＭ）が必要。
○このため、国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）からの勧告により、エアラインの乗員に対して、定期的に

ＣＲＭ訓練を実施することを義務付けている。
○ＣＲＭ訓練では、実際の運航中に非常事態が発生した場合等を想定した訓練をチームで行い、

各自の意思決定能力やコミュニケーション力の向上、組織・チーム力の向上を図る。

ＲＮＡＶ（広域航法：aRea-NAVigation）
○航空会社の航空機の多くは、効率的な飛行を行うため、GPS等

を活用し、地上施設の位置に依存しない柔軟な経路を設定して
飛行する広域航法（ＲＮＡＶ）を行っている。

○ＲＮＡＶ航法を行うためには、航空機の装備のほか、操縦士も
訓練を受けることが必要。

ＦＴＤ（飛行訓練装置：Flight Training Device）
○航空機の実機を模擬した操縦室とコンピューターにより、航空機の飛行や地上走行状態を模擬できる飛行訓練装置。

ＴＥＭ（Threat and Error Management)
○航空機の運航の複雑さを増加させるイベント（スレット）やエラーを適切に管理し、事故の発生を防ぐ方法。

（具体的な訓練方法） ・学生は、当日の飛行訓練開始にあたり、「飛行教育において予想されるスレットとその対応策」を事前に準備し、
飛行前ブリーフィングの際に教官と簡単な確認を行う。

・飛行訓練終了後、学生は訓練の振り返りを行う。
・教官は、飛行後ブリーフィングに加え、ＴＥＭの実践について学生主体の議論に立会い、中立的な立場で介入し
て学生間の合意形成や相互理解に努める。

8

ＭＣＣ（Multi  Crew Cooperation）
○二人操縦機を運航する乗務員が相互に共通認識を持ち、強調して運航を行うための訓練手法。（= 2 Man Concept）



これまでの航空大学校の見直しについて

閣議決定等 内 容

独立行政法人整理合理化計画

（平成19年12月24日閣議決定）

○民間養成機関への技術支援に重点を置く

○受益者負担の拡大の可能性について検討

独立行政法人の事務・事業の

見直しの基本方針

（平成22年12月７日閣議決定）

○航空会社および学生が負担する割合を平成23年度から増加させ、その内容を中期計画に示す

○民間養成機関への技術支援を着実に実施する

独立行政法人の制度及び組織の

見直しの基本方針

（平成24年１月20日閣議決定）

○パイロットの需給バランス、私立大学の動向、国際競争力の確保、航空会社の意見等を踏まえ、パ

イロット養成事業を民間に委ねていくことにつき検討

平成２５年度予算編成の基本方針

（平成25年１月24日閣議決定）

○上記閣議決定（平成24年）を当面凍結

○独立行政法人の見直しについては、引き続き検討し、改革に取り組む

独立行政法人改革等に

関する基本的な方針

（平成25年12月24日閣議決定）

○ 中期目標管理型の法人とする。

○ パイロット養成業務については、今後の需要増大への対応として、航空会社における自社養成のイ

ンセンティブ拡大や私立大学等への技術支援等の取組により、民間におけるパイロット養成の規模拡

大及び能力の向上を図り、将来的に民間において十分なパイロット養成が可能となった段階で、より

多くの部分を民間に委ねていく。

○ こうした方向性の下、負担の公平性、妥当性に留意し、能力ある学生を引き続き広く募集する必要

性も踏まえつつ、航空会社の負担金の引上げなど、適正な受益者負担の在り方について検討する。
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航空大学校における受益者負担

航空会社負担
4.3億円

【平成23年度】
総経費28.8億円

学生負担 1.5億円

国費
23.0
億円

受益者負担
5.7億円

※四捨五入のため、合計が一致しない箇所がある。

航空会社負担
4.6億円

【平成24年度】
総経費 27.3億円

学生負担 1.9億円

受益者負担
6.5億円

航空会社負担
5.0億円

【平成25年度】
総経費 27.7億円

学生負担 2.1億円

受益者負担
7.1億円

航空会社負担
5.8億円

受益者負担
8.0億円

【平成27年度】
総経費 26.9億円

学生負担 2.2億円

国費
18.9
億円

航空会社負担
5.5億円

【平成26年度】
総経費 27.6億円

学生負担 2.1億円

受益者負担
7.6億円

国費
20.7
億円

国費
20.6
億円

国費
20.0
億円

10

○独立行政法人整理合理化計画（平成19年１2月閣議決定）、独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12月

閣議決定）に基づき、平成23年度から受益者（学生、航空会社）の負担を拡大。

○平成27年度までに、直接訓練に必要となる経費の２分の１（総経費の３分の１）まで引き上げることとしている。

（
総
経
費
の
約
20
％
）

直
接
訓
練
経
費
の
約
39
％

（
総
経
費
の
約
24
％
）

直
接
訓
練
経
費
の
約
44
％

（
総
経
費
の
約
26
％
）

直
接
訓
練
経
費
の
約
47
％

（
総
経
費
の
約
28
％
）

直
接
訓
練
経
費
の
約
49
％

（
総
経
費
の
約
30
％
）

直
接
訓
練
経
費
の
約
50
％



航空大学校における受益者負担スキーム

【現行の負担スキーム】

＊前年度末までの10年間 ＊前年度1月1日時点の運航乗務員数

【平成26年度以降の負担スキーム】

＊基準日前の5年間 ＊基準日以降の1年間

現行の負担スキームと平成26年度以降の負担スキームの比較

過去10年間の
航大生採用数

（25％）

運航乗務員数（事業規模）
（75%）

過去5年間の航大生採用数(50％)　（過去受益） 1年間の航大生採用数（50％）　（将来受益）
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○操縦士養成には多額の養成コストを要し、基礎的教育・訓練だけでも数千万円の養成コストを要する。

○養成主体により、訓練コストの負担割合は大きく異なる。

○航空大学校については、国からの運営費交付金に加え、受益者（学生、航空会社）が負担している（平成23年度から拡大）。

航空大学校 自社養成 私立大学 防衛省

訓練コスト（１人当たり） 約3,700万円
約4,000～5,000万円
（基礎的教育・訓練）

不明 不明

内
訳

学生等の負担
約256万円

（訓練費に相当）
－

約1,300～2,600万円

－
授業料：500～1,000万円
訓練費：800～2,000万円

航空会社の負担
約750万円

（受益者負担）
全額負担 － －

その他の負担
国からの運営費交付金

（約2,700万円）
－

国から私立大学への補助金
／大学としての事業収入など
がある。

国が全額負担

備考

航空大学校の学生は、国立・
私立大学を卒業した者が大半
である。
（授業料として250 万円～850
万円を負担）

４年間で、学士と操縦士ライ
センスの取得が可能である
ため、航空大学校よりも早く
２年分の所得機会を得ること
ができる。

操縦士養成に係る費用の比較

12



○諸外国の主要な航空会社の人材供給源について、軍等の公的セクターが概ね半分のシェアとなっている。

○我が国では、航空大学校が安定的な操縦士供給の役割を担ってきている。

世界における操縦士の人材供給源

（出典：各社からの聞き取り調査等により作成）

この他、中国、インドにおいても
国営の機関で操縦士を養成

40%

25%

6%

46%

20%

40%

50%

35%

42%

25%

30%

19%

12%

30%

30%

50%

0% 50% 100%

我が国の主要

航空会社の合計

大韓航空

（韓）

エールフランス

（仏）

アリタリア－

イタリア航空（伊）

ユナイテッド航空

（米）

国立の養成機関 軍･防衛省 自社養成 その他

北米Ａ社

欧州Ｂ社

欧州Ｃ社

アジアＤ社
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操縦士 参考資料
（現役操縦士の有効活用）



現役操縦士の有効活用

短
期
的
課
題
へ
の
対
応

更なる推進が必要な項目

○航空身体検査制度の適正な運用を確保するための指定医への指導

強化等

○操縦士の日常的な健康管理を確保するための航空会社の健康管理

部門に対する監査や指導の充実等による健康管理体制の確保

検討中であり、
更なる検討を要する項目

○航空身体検査証明に関する指定医への情報提供による支援の充実

新たに検討を行うべき項目 ○健康管理に関する教育の実施

中
長
期
的
課
題
へ

の
対
応

検討中であり、
更なる検討を要する項目

○航空会社によるより柔軟な乗務管理を可能とする疲労リスク管理シス

テム（Fatigue Risk Management System：ＦＲＭＳ）の導入

具体的方策に係る主な検討項目（中間とりまとめ）

15



航空会社における健康管理体制

航空身体検査
指定機関

会社（健康管理部門）

連絡体制
医師（産業医）

乗員部門

乗員

健康管理の実施
（健康相談等）

自己確認/相互確認

指定航空身体
検査医

運航管理者
等

申し出

航空身体検査
指定機関

会社（健康管
理担当部門） 連絡体制

医師

乗員部門

乗員

自己確認/相互確認

出発前の健康状態の確認

指定航空身体
検査医

運航管理者
等

通知

（懸念のある場合）

申し出

連絡体制

自社の健康管理部門が行う場合（大手会社） 外部の医療機関に委託する場合（大手以外）

健康管理担当者

健康管理
担当者

○乗員の医学適正を確保するためには、航空身体検査のみならず、日常の健康管理が重要である。

○大手航空会社は、社内の健康管理部署に産業医を有しており、日頃から操縦士の健康管理を行っている。

○一方、それ以外の航空会社（ＬＣＣを含む）は非常勤産業医がいるのみであり、乗員の健康管理が不十分になる可能性がある。

航空身体検査
の実施

航空身体検査
の実施 健康管理の実施

（健康相談等）

（懸念のある場合）
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事業用操縦士技能証明書
COMMERCIAL PILOT CERTIFICATE

技能証明番号

航空 太郎
TARO KOUKU

1965年 1月 1日

JAPAN
東京都千代田区霞ヶ関２－１

２００７年５月２４日

種類 飛行機
CAT.AEROPLANE

事業用操縦士技能証明書
COMMERCIAL PILOT CERTIFICATE

技能証明番号

航空 太郎
TARO KOUKU

1965年 1月 1日

JAPAN
東京都千代田区霞ヶ関２－１

２００７年５月２４日

種類 飛行機
CAT.AEROPLANE

身体検査基準 技能証明の資格 有効期間

第一種

定期運送用操縦士

技能証明の資格ごと
に、その者の年齢及
び心身の状態並び
にその者が乗り組む
航空機の運航の態
様に応じて、国土交
通省令に定める期
間

事業用操縦士

准定期運送用操縦士

第二種

自家用操縦士

一等航空士

二等航空士

航空機関士

航空通信士

技能証明書（ライセンス）

航空身体検査証明
○乗員の健康管理は、航空の安全を確保し利用者に安全・安心なサービスを提供するために極めて重要であり、航空身体検査証明及び航空会社の

日常の健康管理等を通じ、乗員の健康維持が行われてきている。

○乗員は、航空業務に従事するために必要な心身の状態を保持していることが必要であるため、国土交通大臣又は指定航空身体検査医から身体検

査基準に適合することの証明を受ける必要がある。

航空身体検査証の種類
航空身体検査証明書

１ ． 航空機に乗り組んでその運航を行う者（航空機乗組員）は、技能証明及び航空身体検査証明を受けていなければ、航空業務を行ってはなら
ない。（航空法第28条、第31条）

２ ． 航空機乗組員は、航空身体検査証明を受けるためには、航空身体検査指定機関において航空身体検査を受け、その検査結果を記載した
申請書を国土交通大臣又は指定航空身体検査医（指定医）に提出しなければならない。

３ ． 国土交通大臣又は指定医は、申請者がその有する技能証明の資格に係る身体検査基準（航空法施行規則別表第４）に適合すると認められ
る場合、当該者に対し、航空身体検査証明を行う。

４ ． 身体検査基準に適合しない者のうち、その者の経験及び能力を考慮して、航空機に乗り組んでその運航を行うのに支障を生じないと国土交
通大臣が認めるものは、身体検査基準に適合するものとみなす。（いわゆる国土交通大臣の判定による適合者）
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航空身体検査証明の有効期間

技能証明 運航の態様 年齢 有効期間

定期運送用
操縦士
及び

事業用操縦士

①：②又は③に該当しない場合 年齢関係なし １年

②：旅客を運送する航空運送事業の用に供する航空機に乗り組んで、一
人の操縦者でその操縦を行う場合

40歳未満 １年

40歳以上 ６月

③：航空運送事業の用に供する航空機に乗り組んでその操縦を行う場合
（②を除く）

60歳未満 １年

60歳以上 ６月

准定期運送用
操縦士

①：②に該当しない場合 年齢関係なし １年

②：航空運送事業の用に供する航空機に乗り組んでその操縦を行う場合
60歳未満 １年

60歳以上 ６月

自家用操縦士 ①：自家用操縦士で認められているすべての運航の態様

40歳未満
５年又は42歳の誕生日の前日までの期間

のうちいずれか短い期間

40歳以上
50歳未満

２年又は51歳の誕生日の前日までの期間
のうちいずれか短い期間

50歳以上 １年

○技能証明や運航の形態に応じて、航空身体検査証明では有効期間が設けられているため、定期的に航空身体検査を受検する必要があり、航空身
体検査に適合しなければ操縦士業務に従事することができなくなる。

○航空身体検査における不適合者の割合は年齢とともに高くなっており、操縦士業務を長期間継続するためには日頃の健康管理が重要である。

（年齢）

（割合％） 年代別受検者に占める不適合者割合

年齢とともに、不適合者の割合が

高くなっており、身体検査の有効

期間を短くして定期的な検査を実

施している。
0

5

10

15

20



航空身体検査証明に関する指定医への情報提供による支援の充実（参考）

FAA MedXpress及びAMCD（Aerospace Medical Certification Subsystem）とは・・・
●FAAが運用している航空身体検査証明に関する電子申請システム。
●申請者（パイロット）はシステム上で氏名・住所等の基本情報を記録し、既往歴等を申告。

指定医は申請者の記載事項を参照の上航空身体検査を実施し、検査結果と判定結果を記録。
判定が適合であればシステム上から航空身体検査証明書が発行される。

●申請者が記載した情報と指定医が記載した検査・判定結果は、FAAのサーバーに蓄積される。

① FAA MedXpress のホーム
ページにアクセス

② 氏名、e-mailアドレスを入力
し、アカウントを作成

③ ログイン画面でアカウントとパス
ワードを入力してログイン。

④ フォームに従い、氏名/住所等の

基本情報を記録し、既往歴等を申
告。

⑤ 入力したデータを「Save」ボタンで
保存、「Submit」ホタンで提出、その後
紙でデータをプリントアウト。

（この時、確認番号が付与されるので
忘れずにメモ）

Confirmation No. 27274

⑥ 指定医の所へ行き、確認番号を
指定医に伝えて航空身体検査を受検

利用のフロー（申請者：パイロット側）

初めての場合

ア
カ
ウ
ン
ト
が
あ
る
場
合

確認番号
27274

パイロット側のシステムは、MedXpress と呼ばれている
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③ 申請者の記載事項を参照の上航空身体検査を実施
し、検査結果と判定結果を記録。検査を中断する場合は適
宜 「Save」ボタンで保存。

航空身体検査証明に関する指定医への情報提供による支援の充実（参考）

利用のフロー（AME：指定航空検査医側）

① AMCSシステムのログイン画面に指定医のアカウント
とパスワードを入力してログイン。

指定医側のシステムは、AMCD（Aerospace Medical Certification Subsystem）と呼ばれている。

② 申請者（パイロット）が入力したMedXpress上の航空

身体検査証明申請情報（氏名・住所の基本情報、既往歴
等）を、指定医がログインしているパソコンにインポート。

④ 適合であれば、証明書印刷画面で証明書を発行し、
申請者と指定医双方が署名。航空身体検査の実施結果
が確定したら、「Submit」ボタンでFAAに電子的に提出。
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整備士・製造技術者
参考資料



短
期
的
課
題

へ
の
対
応

検討中であり、
更なる検討を要する項目

○整備士資格制度・運用の見直し（一等航空運航整備士の活用拡大、一等航空

整備士の学科試験における試験方式の見直し、外国政府が発行する整備士資

格を日本の整備士資格に書き換える際の試験方法の明確化等）

○効率的な資格取得・指定養成の促進に係る制度・運用の見直し（上級整備士資

格への円滑な移行を可能とする基本技術科目の位置づけの見直し等）

中
長
期
的
課
題
へ
の
対
応

新たに検討を行うべき項目

○製造技術者に係る基本技術履修の公的認定制度の創設（資格的に活用）

○ウェットリースを行う地域専門航空会社や共同保有機構の創設等による地域航

空における整備士の共同養成への支援

○教育機関における製造技術者の基礎教育導入促進

○航空機製造産業やＭＲＯ産業を含めた整備士、製造技術者の養成・確保に係

る産学官の連携強化

○中長期的な視点からの整備士・製造技術者の資格制度や養成のあり方の検討

○中長期的な視点からの整備士・製造技術者の養成・確保のあり方の抜本的な

検討（他分野を含めた高度な技術者の基礎教育・職業訓練のあり方の検討及

びそれを踏まえた航空分野の技術者教育・訓練のあり方の検討）

○産学官連携による、航空愛好者の裾野を広げ、若年層の関心を高めるキャン

ペーン・教育等の実施

整備士・製造技術者の養成・確保

具体的方策に係る主な検討項目（中間とりまとめ）
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整備士の資格（技能証明）制度
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○整備後の確認技能を有する航空整備士資格に加え、保守及び軽微な整備後の確認技能を有する航空運航整備士資格が設
けられている。

○航空機の種類の限定（飛行機、回転翼航空機、滑空機、飛行船）

○航空機の等級の限定（陸上単発ピストン機、陸上単発タービン機、陸上多発ピストン機、陸上多発タービン機 等）

整備（※1）をした航空機（※2）について国が定める安全性を確保するための強度、構造及び性能についての基準に適合する
ことについて確認の行為を行うこと。

整備士の業務

資格 制限 取得可能年齢

一等航空整備士
※1･･･保守及び修理
※2･･･大型機・小型機

20歳

二等航空整備士
※1・・・保守及び修理
※2・・・小型機

19歳

一等航空運航整備士
※1・・・保守及び軽微な修理に限る
※2・・・大型機・小型機

18歳

二等航空運航整備士
※1・・・保守及び軽微な修理に限る
※2・・・小型機

18歳

ただし、以下の資格に応じて業務に制限がかかる。

上記の資格は以下の分類に応じてそれぞれに発行される。



製造技術者に係る認定制度の創設（参考）

・職業能力開発促進法に基づき、労働者の技能の程度を示す国家資格として「技能士」資格が設けられている。

・約130種類の具体的な職種について技能士資格が設定されており、鉄道車両の製造・整備に係る技能士が存在している。

＜技能士資格の概要＞

・等級として、特級、１級、２級、３級の区分がある職種

と、単一等級のみで区分がない職種がある。

・受験資格として、以下の実務経験が求められる

○特級： １級合格後５年以上

○１級 ： ７年以上

○２級 ： ２年以上

○３級 ： 検定職種に関し実務の経験を有する者

○単一等級：３年以上

・試験実施主体：都道府県職業能力開発協会又は指定

試験機関

・技能士の対象職種は、「技能検定の職種等の見直し

に関する専門調査委員会」において定期的に見直し

が行われている。

＜現在存在する技能士資格の職種（128職種）＞

電子機器組立て
電気機器組立て
半導体製品製造
プリント配線板製造
自動販売機調整
産業車両整備
鉄道車両製造・整備
時計修理
光学機器製造
複写機組立て
内燃機関組立て
空気圧装置組立て
油圧装置調整
縫製機械整備
建設機械整備
農業機械整備
冷凍空気調和機器施工
染色
ニット製品製造
婦人子供服製造
紳士服製造
和裁
寝具製作
帆布製品製造
布はく縫製
機械木工

木型製作
家具製作
建具製作
紙器・段ボール箱製造
製版
印刷
製本
プラスチツク成形
強化プラスチック成形
陶磁器製造
石材施工
パン製造
菓子製造
製麺
ハム・ソーセージ・ベーコン製造
水産練り製品製造
みそ製造
酒造
建築大工
枠組壁建築
かわらぶき
とび
左官
築炉
ブロツク建築
エーエルシーパネル施工

タイル張り
畳製作
配管
厨房設備施工
形枠施工
鉄筋施工
コンクリート圧送施工
防水施工
樹脂接着剤注入施工
内装仕上げ施工
熱絶縁施工
カーテンウオール施工
サッシ施工
自動ドア施工
バルコニー施工
ガラス施工
ウエルポイント施工
テクニカルイラストレーシヨン
機械・プラント製図
電気製図
化学分析
金属材料試験
貴金属装身具製作
印章彫刻
表装
塗装

路面標示施工
塗料調色
広告美術仕上げ
義肢・装具製作
舞台機構調整
工業包装
写真
調理
産業洗浄
商品装飾展示
フラワー装飾

○指定試験機関が実施するもの（14職種）

ウェブデザイン
キャリア・コンサルティング
ピアノ調律
ファイナンシャル・プランニング
知的財産管理
金融窓口サービス

着付け
レストランサービス
ビル設備管理
情報配線施工
ガラス用フィルム施工
調理

ビルクリーニング
ハウスクリーニング

園芸装飾
造園
さく井
金属溶解
鋳造
鍛造
金属熱処理
粉末冶金
機械加工
放電加工
金型製作
金属プレス加工
鉄工
建築板金
工場板金
めつき
アルミニウム陽極酸化処理
溶射
金属ばね製造
ロープ加工
仕上げ
切削工具研削
機械検査
ダイカスト
機械保全
電子回路接続

○都道府県職業開発能力協会が試験を実施するもの（114職種）
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